
 
 
 

令和６年度久喜市介護保険特別会計決算 

に係る主要な施策の成果に関する調書 
 
 
 
 
 

介 護





１．歳入決算比較
（単位：円、％）

対
予算

対
調定

対　前
年度比

構成比
対

予算
対

調定
対　前
年度比

構成比

保 険 料 2,962,104,000 3,149,081,000 3,107,088,500 104.9 98.7 105.8 23.8 2,943,191,000 2,984,233,800 2,937,671,600 99.8 98.4 100.4 23.6

使用料及び手数料 3,000 134,400 134,400 4,480.0 100.0 121.1 0.0 3,000 111,000 111,000 3,700.0 100.0 86.9 0.0

国 庫 支 出 金 2,287,402,000 2,265,509,846 2,265,509,846 99.0 100.0 101.9 17.4 2,133,636,000 2,224,045,027 2,224,045,027 104.2 100.0 105.0 17.8

支払基金交付金 3,258,343,000 3,241,220,652 3,241,220,652 99.5 100.0 107.5 24.9 3,049,002,000 3,013,970,569 3,013,970,569 98.9 100.0 105.0 24.2

県 支 出 金 1,840,416,000 1,804,360,438 1,804,360,438 98.0 100.0 101.9 13.8 1,721,120,000 1,770,827,814 1,770,827,814 102.9 100.0 102.6 14.2

財 産 収 入 910,000 906,580 906,580 99.6 100.0 1,205.4 0.0 76,000 75,213 75,213 99.0 100.0 105.9 0.0

繰 入 金 2,354,181,000 2,354,181,000 2,354,181,000 100.0 100.0 115.5 18.1 2,038,765,000 2,038,765,000 2,038,765,000 100.0 100.0 99.4 16.3

繰 越 金 255,070,000 255,070,297 255,070,297 100.0 100.0 52.7 2.0 484,239,000 484,239,038 484,239,038 100.0 100.0 111.0 3.9

諸 収 入 1,898,000 1,943,084 1,844,600 97.2 94.9 260.9 0.0 126,000 815,391 706,907 561.0 86.7 9.9 0.0

歳 入 合 計 12,960,327,000 13,072,407,297 13,030,316,313 100.5 99.7 104.5 100.0 12,370,158,000 12,517,082,852 12,470,412,168 100.8 99.6 102.8 100.0

※構成比は、原則として小数点以下第2位を四捨五入していますので、合計が100.0にならない場合があります。

区　　分
最終予算額 調定額 収入済額 最終予算額

令　　　和　　　６　　　年　　　度 令　　　和　　　５　　　年　　　度

調定額
収入割合 収入済額 収入割合 収入済額

収入済額
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２．歳出決算比較

（単位：円、％）

対　前 対　前

年度比 年度比

総 務 費 433,620,000 419,472,707 14,147,293 96.7 104.9 3.3 415,450,000 399,875,524 15,574,476 96.3 99.3 3.3

保 険 給 付 費 11,779,730,000 11,677,468,026 102,261,974 99.1 107.0 91.1 11,032,257,000 10,913,201,556 119,055,444 98.9 104.9 89.3

地 域 支 援 事 業 費 479,658,000 460,810,126 18,847,874 96.1 112.5 3.6 424,029,000 409,656,377 14,372,623 96.6 102.4 3.4

基 金 積 立 金 79,920,000 79,895,980 24,020 100.0 34.0 0.6 234,684,000 234,682,411 1,589 100.0 135.8 1.9

諸 支 出 金 184,700,000 184,102,249 597,751 99.7 71.4 1.4 258,738,000 257,926,003 811,997 99.7 96.2 2.1

予 備 費 2,699,000 0 2,699,000 0.0 － 0.0 5,000,000 0 5,000,000 0.0 － 0.0

歳 出 合 計 12,960,327,000 12,821,749,088 138,577,912 98.9 105.0 100.0 12,370,158,000 12,215,341,871 154,816,129 98.7 104.8 100.0

※構成比は、原則として小数点以下第2位を四捨五入していますので、合計が100.0にならない場合があります。

支出済額 不用額 最終予算額 支出済額 不用額
区　　　分

令　　　和　　　６　　　年　　　度 令　　　和　　　５　　　年　　　度

支出割合 支出割合

執行率 構成比 執行率 構成比
最終予算額
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３．保険給付

（1）介護サービス等諸費

（単位：円）

（2）介護予防サービス等諸費

（単位：円）

（3）高額介護サービス等費 （4）高額医療合算介護サービス等費

（単位：円） （単位：円）

（5）特定入所者介護サービス等費 （6）その他諸費

（単位：円） （単位：円）

　

　

　

合計

3,050,476 189,035,508

地域密着型介護予
防サービス給付費

高額医療合算介護
予防サービス費

地域密着型介護
サービス給付費

合計

604,705,327 1,135,817,635 10,871,728,161

居宅介護サービス
計画給付費

支出済額 4,770,981,564 4,312,540,488 16,358,238 31,324,909

区分
居宅介護サービス

給付費
施設介護サービス

給付費
居宅介護福祉用具

購入費
居宅介護住宅改修

費

支出済額 136,169,025 3,194,774 16,370,099 30,251,134

区分
介護予防サービス

給付費
介護予防福祉用具

購入費
介護予防住宅改修

費
介護予防サービス

計画給付費

支出済額 284,851,720 105,277

高額介護サービス
費

高額介護予防サー
ビス費

区分
特定入所者介護

サービス費
特定入所者介護予

防サービス費

285,172,512 160,869

区分

支出済額 39,056,219

区分

246,517

合計

284,956,997

合計

区分

支出済額

高額医療合算介護
サービス費

38,809,702

合計

支出済額

審査支払手数料

7,357,760

285,333,381
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（款）1 総務費　　　　（項）1 総務管理費　　　　（目）1 一般管理費　　　　　　　 （単位：円）

介護保険運営協議会 324,000 （目的）介護保険に関する施策の企画立案とその適正な実施、地域包括支援センター及び地域密着型サー 494

事業 　　　ビスの運営について、「久喜市介護保険運営協議会」での審議を通じて、事業の適正な実施を図り

（介護保険課） 　　　ます。

（対象）介護保険事業及び高齢者福祉事業

（手段）公募による市民、保健・医療及び福祉の関係者、学識経験者から委員20名を委嘱し、「久喜市

　　　介護保険運営協議会」を設置しています。令和6年度は協議会を3回開催し、介護保険事業及び高

　　　齢者福祉事業の実施状況、地域包括支援センターの運営状況、地域密着型サービス事業所の指定更

　　　新等について慎重に審議をしていただきました。

（成果）介護保険事業等について審議していただき、事業の執行に役立てることができました。

介護保険災害臨時特 35,240 （目的）東日本大震災の被災者の方の負担を軽減します。 494

例負担事業

（介護保険課） （対象）東京電力福島第一原子力発電所事故による警戒区域等から避難された方

（手段）被災者の方が介護サービス等を利用した場合の介護保険適用の自己負担額（1割分）について、

　　　その全額を免除し、市が負担しました。

（成果）被災者の方が介護サービスを利用した際の自己負担額（1割分）の軽減を図ることができまし

　　　た。

（款）1 総務費　　　　（項）2 徴収費　　　　（目）1 賦課徴収費 （単位：円）

賦課徴収事業 19,125,508 （目的）介護保険財源を被保険者間で公平に負担します。 494

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

決算書の
ページ

種別 延人数 延件数 減免額

居宅介護サービス費 1人 12件 35,240円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
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（款）1 総務費　　　　（項）2 徴収費　　　　（目）1 賦課徴収費 （単位：円）

（介護保険課）

（対象）65歳以上の高齢者（第1号被保険者）

（手段）第1号被保険者に対して、介護保険料を賦課し納入通知書を発行しました。なお、年度途中で異

　　　動のあった第1号被保険者については、月割賦課により納入通知書を発行しました。

　　　　また、介護保険料の適正な収納管理に努めるとともに、未納者については、督促状・催告書の送

　　　付及び臨宅徴収等を行い、保険料の収納に努めました。

　　　　・納入通知書発行件数　　当初　48,724件　（特別徴収：44,793件、普通徴収：3,931件）

　　　　　　　　　　　　　　　　随時　 3,871件

　　　　・介護保険料収納推進員2名（久喜・菖蒲地区、栗橋・鷲宮地区各1名）を任用して、延べ1,562

　　　　件の臨宅徴収を行いました。

（成果）介護保険財源を確保して、制度の円滑な運営を行うとともに、未納者の納付を促進し、介護保険

　　　料の負担の公平を図りました。

（款）1 総務費　　　　（項）3 介護認定審査会費　　　　（目）1 介護認定審査会費　　　　　　 （単位：円）

介護認定審査会事業 11,844,457 （目的）要介護（要支援）認定申請者について、要介護状態か要支援状態かを審査・判定します。 496

（介護保険課）

（対象）65歳以上で要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方、40歳以上65歳未満で特定

　　　疾病により要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方

（手段）認定調査等により作成した一次判定結果、特記事項及び主治医意見書をもとに、介護認定審査会

　　　に諮り、二次判定を行いました。

　　　　また、判定に基づき認定しました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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（款）1 総務費　　　　（項）3 介護認定審査会費　　　　（目）1 介護認定審査会費　　　　　　 （単位：円）

 ・審査会判定等状況 （単位：件、回）

（  ）は第2号被保険者数

 ・二次判定結果 （単位：件）

01,218

82 0施
設

介護老人
福祉施設

228 326 501 347

3 15 75 138

981 674 367

0

0

7 66

0 0 493

779 23 000

855 516

0

要介護5 493 0

216 87 0

合  計 5,564 32 646 612 1,218 917 768 855

1,733

25 579 588

0 0

0 0

0 0

024 234

765 83

136

516 0

在  宅 3,517

合  計 5,564 32 646 612

314 0 1 0

その他

一
次
判
定
結
果

917 768

0 0

要介護4 802

要介護3 757

0

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

1,035

0

2

0 0 0 0

要支援2 717 0 0

0

0 0 0

0 0

0

0 0

(6)

その他
1,658 843 815 1,795 1,733 1,733

(51) (33) (18) (50) (61) (61)

0 0

要介護2

要支援1 677 0 590 26 58 3

要介護1 1,177

582 123

4

12 0

(123) (149) (149)
合  計

300 0 300 312

(5) (0) (5)

5,5645,836 2,759 3,077 5,656 5,564

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

162
(3)

施設

介 護 老 人
福 祉 施 設

(98) (52) (46) (70) (82) (82)

認定結果
通知件数

審査会
回 数

在　宅
3,878 1,916 1,962 3,549 3,517 3,517

申請件数

(6)

314 314

(154) (85) (69)

848 0

二次判定結果

要介護5

非該当 93 32 56

新規申請
件    数

更新変更
申請件数

認定調査
件    数

審 査 会
判定件数

再調査
非該当 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4

2 2 1 0 00 0

0 00 0

0 0 681 76
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（款）1 総務費　　　　（項）3 介護認定審査会費　　　　（目）1 介護認定審査会費　　　　　　 （単位：円）

（成果）介護認定審査会を162回開催し、5,564件の審査・判定を実施しました。

（款）1 総務費　　　　（項）3 介護認定審査会費　　　　（目）2 介護認定調査等費　　　　　　　 （単位：円）

介護認定調査事業 33,638,993 （目的）要介護（要支援）認定申請者について、要介護認定及び要支援認定に必要な資料（一次判定結果 496

（介護保険課） 　　　特記事項、主治医意見書）を作成します。

（対象）65歳以上で要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方又は40歳以上65歳未満で特

　　　定疾病により要介護（要支援）認定（新規・更新・変更）申請をした方

（手段）認定申請のあった被保険者の自宅（又は施設等）を訪問し、身体や生活状況など聞き取り調査を

　　　行い、調査票を作成しました。この調査票をもとに一次判定を行い、併せて、主治医に意見書の作

　　　成を依頼し、一次判定結果、特記事項及び主治医意見書により、介護認定審査会に審査を依頼しま

　　　した。

（成果）5,656件の認定調査を実施し、介護認定審査会における、要介護度の審査・判定に必要な資料を

　　　整えることができました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）1 居宅介護サービス給付費　　　　　　　 （単位：円）

居宅介護サービス給 4,770,981,564 （目的）居宅介護サービス費の適切な給付を行います。 496

付事業

（介護保険課） （対象）居宅介護サービスを利用する要介護被保険者

（手段）居宅要介護被保険者が利用した居宅介護サービスについて、埼玉県国民健康保険団体連合会（国

　　　保連合会）からの請求に基づき、給付費を支払いました。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

決算書の
ページ

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）1 居宅介護サービス給付費　　　　　　　 （単位：円）

（単位：人、日、円）

（成果）居宅介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）2 施設介護サービス給付費　　　　　 （単位：円）

施設介護サービス給 4,312,540,488 （目的）施設介護サービス費の適切な給付を行います。 496

付事業

（介護保険課） （対象）介護保険施設に入所している要介護被保険者

（手段）要介護被保険者が利用した施設介護サービスについて、国保連合会からの請求に基づき、給付費

　　　を支払いました。

（単位：人、円）

通所リハビリテーション 4,651 35,485 286,826,912

訪問看護 4,747 26,322 189,376,104

訪問リハビリテーション

決算書の
ページ

種　　　　　類 延人数 介護保険給付額

介護老人福祉施設サービス 11,561 3,161,423,020

合　　　　　計 106,485 1,409,562 4,770,981,564

介護老人保健施設サービス 3,701 1,083,211,784

福祉用具貸与 26,120 755,877 363,697,677

居宅療養管理指導 28,482 62,984 204,594,122

短期入所生活介護 4,714 54,606 481,477,207

短期入所療養介護 429 3,829 45,009,768

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

特定施設入居者生活介護 5,121 149,117 1,019,747,345

特定施設入居者生活介護（短期利用） 3 24 165,298

訪問介護 10,887 118,500 557,543,384

訪問入浴介護 868 3,900 49,934,426

通所介護 18,746 188,884 1,508,274,333

1,717 10,034 64,334,988

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

種　　　　　類 延人数 利用日数 介護保険給付額

決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）2 施設介護サービス給付費　　　　　 （単位：円）

（成果）施設介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）3 居宅介護福祉用具購入費　 （単位：円）

居宅介護福祉用具購 16,358,238 （目的）居宅要介護被保険者が特定福祉用具を購入した場合に、購入費（年間10万円を限度）の一部を介 498

入事業 　　　護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）特定福祉用具を購入した居宅要介護被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類について審査のうえ、支給決定者につい

　　　ては、給付費を支給しました。

（成果）貸与になじまない入浴又は排せつの用等に供する特定福祉用具を購入した居宅要介護被保険者に

　　　対し、居宅介護福祉用具購入費を支給し、在宅での安心した介護生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）4 居宅介護住宅改修費　 （単位：円）

居宅介護住宅改修事 31,324,909 （目的）手すりの取り付けその他厚生労働大臣が定める種類の住宅改修を行った場合、改修費（20万円を 498

業 　　　限度）の一部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。　　

（介護保険課）

（対象）住宅改修を行った居宅要介護被保険者

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

介護医療院サービス 187 67,072,270

合　　　　　計 15,454 4,312,540,488

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

申請件数 購　入　額 介護保険給付額

決算書の
ページ

522件 18,464,801円 16,358,238円

介護療養型医療施設サービス 5 833,414

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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－480－

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）4 居宅介護住宅改修費　 （単位：円）

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類等について審査し、支給決定者について

　　　は、給付費を支給しました。

（成果）手すりの取り付けや床段差の解消等の住宅改修を行うことにより、居宅要介護被保険者の自立を

　　　促進し、かつ、家族の介護を容易にし、在宅での安心した生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）5 居宅介護サービス計画給付費 （単位：円）

居宅介護サービス計 604,705,327 （目的）居宅介護サービス計画費の適切な給付を行います。 498

画給付事業

（介護保険課） （対象）居宅介護支援事業者から居宅介護支援（居宅介護サービス計画の作成）を受けた要介護被保険者

（手段）居宅要介護被保険者が利用した居宅介護支援について、国保連合会からの請求に基づき、給付費

　　　を支払いました。

　　　　・居宅介護サービス計画給付件数　　38,229件

（成果）居宅介護サービス計画費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）6 地域密着型介護サービス給付費 （単位：円）

地域密着型介護サー 1,135,817,635 （目的）地域密着型介護サービス費の適切な給付を行います。 498

ビス給付事業

（介護保険課） （対象）地域密着型介護サービスを利用する居宅要介護被保険者

申請件数 改　修　額 介護保険給付額

318件 35,393,144円 31,324,909円

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　　　　（項）1 介護サービス等諸費　　　　（目）6 地域密着型介護サービス給付費 （単位：円）

（手段）居宅要介護被保険者が利用した地域密着型介護サービスについて、国保連合会からの請求に基づ

　　　き、給付費を支払いました。

（単位：人、円）

（成果）地域密着型介護サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）1 介護予防サービス給付費 （単位：円）

介護予防サービス給 136,169,025 （目的）介護予防サービス費の適切な給付を行います。 498

付事業

（介護保険課） （対象）介護予防サービスを利用する居宅要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した介護予防サービスについて、国保連合会からの請求に基づき、給

　　　付費を支払いました。

合　　　計 8,447 1,135,817,635

364,552,527

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）（短期利用） 2 47,284

種　　　類 延利用人数 介護保険給付額

定期巡回・随時対応訪問介護看護 166 24,110,430

夜間対応型訪問介護 98 3,531,333

認知症対応型通所介護 241 22,591,284

認知症対応型共同生活介護 2,173 577,549,516

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

決算書の
ページ

1 14,035

地域密着型介護老人福祉施設 0 0

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 299 79,892,321

地域密着型通所介護 5,178

0 0

小規模多機能型居宅介護 289 63,528,905

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

－481－
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－482－

（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）1 介護予防サービス給付費 （単位：円）

（単位：人、日、円）

（成果）介護予防サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）2 介護予防福祉用具購入費 （単位：円）

介護予防福祉用具購 3,194,774 （目的）居宅要支援被保険者が特定介護予防福祉用具を購入した場合、購入費（年間10万円を限度）の一 498

入事業 　　　部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）特定介護予防福祉用具を購入した居宅要支援被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類について審査のうえ、支給決定者につい

　　　ては、給付費を支給しました。

（成果）貸与になじまない入浴又は排せつの用等に供する特定介護予防福祉用具を購入した居宅要支援被

　　　保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給し、在宅での安心した生活を支援しました。

115件 3,608,480円 3,194,774円

介護予防福祉用具貸与 5,369 159,237 35,418,816

介護予防通所リハビリテーション 939

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

介護予防居宅療養管理指導 1,482 3,156 10,506,496

介護予防特定施設入居者生活介護 441 12,933 30,581,109

決算書の
ページ

申請件数 購入額 介護保険給付額

介護予防短期入所療養介護 0 0 0

6,665,500

介護予防訪問入浴介護 12 27 236,418

介護予防訪問看護 512 2,457

5,106 33,707,925

介護予防短期入所生活介護 81 399 2,788,751

介護予防訪問リハビリテーション 243 1,201

16,264,010

合　　　計 9,079 184,516 136,169,025

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

種　　　類 延人数 利用日数 介護保険給付額
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（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）3 介護予防住宅改修費 （単位：円）

介護予防住宅改修事 16,370,099 （目的）手すりの取り付けその他厚生労働大臣が定める種類の住宅改修を行った場合、改修費（20万円を 500

業 　　　限度）の一部を介護保険から給付し、在宅生活を支援します。

（介護保険課）

（対象）住宅改修を行った居宅要支援被保険者

（手段）サービス利用者から提出された支給申請書及び関係書類等について審査し、支給決定者について

　　　は、給付費を支給しました。

（成果）手すりの取り付けや床段差の解消等の住宅改修を行うことにより、居宅要支援被保険者の自立を

　　　促し、かつ、家族の介護を容易にし、在宅での安心した生活を支援しました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）4 介護予防サービス計画給付費 （単位：円）

介護予防サービス計 30,251,134 （目的）介護予防サービス計画費の適切な給付を行います。 500

画給付事業

（介護保険課） （対象）介護予防支援事業者から介護予防支援（介護予防サービス計画の作成）を受けた要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した介護予防支援について、国保連合会からの請求に基づき、給付費

　　　を支払いました。

　　　　・介護予防サービス計画給付件数　　6,363件

（成果）介護予防サービス計画費の適切な給付を行いました。

158件

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

介護保険給付額

18,384,112円 16,370,099円

決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

申請件数 改修額

－483－
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－484－

（款）2 保険給付費　　　　（項）2 介護予防サービス等諸費　　　　（目）5 地域密着型介護予防サービス給付費 （単位：円）

地域密着型介護予防 3,050,476 （目的）地域密着型介護予防サービス費の適切な給付を行います。 500

サービス給付事業

（介護保険課） （対象）地域密着型介護予防サービスを利用する居宅要支援被保険者

（手段）居宅要支援被保険者が利用した地域密着型介護予防サービスについて、国保連合会からの請求に

　　　基づき、給付費を支払いました。

（単位：人）

（成果）地域密着型介護予防サービス費の適切な給付を行いました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）3 その他諸費　　　　（目）1 審査支払手数料 （単位：円）

審査支払手数料事業 7,357,760 （目的）審査支払手数料を国保連合会からの請求に基づいて支払います。 500

（介護保険課）

（対象）埼玉県国民健康保険団体連合会（国保連合会）

（手段）国保連合会にて行われる介護（介護予防）サービス給付費に係る審査件数分の審査支払手数料に

　　　ついて、国保連合会に支払いを行いました。

　　　　・審査件数　　183,944件

（成果）審査支払手数料について、適切な支払いを行いました。

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

種　　　類 延利用人数

介護予防認知症対応型共同生活介護 2

介護予防小規模多機能型居宅介護 34

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額
決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　　　　（項）4 高額介護サービス等費　　　　（目）1 高額介護サービス費　　　　　　　 （単位：円）

高額介護サービス事 285,172,512 （目的）要介護被保険者の利用者負担額が一定額を超えて高額になった場合、その負担額を軽減します。 500

業

（介護保険課） （対象）利用者負担額が一定額を超えて介護サービスを利用した方

（手段）国保連合会からの給付データから高額介護サービス費の支給対象者を抽出し、支給対象者に該当

　　　する旨通知しました。支給対象者から提出された支給申請書について審査し、支給決定者について

　　　は、高額介護サービス費を支給しました。

　　　　なお、生活保護受給者については、国保連合会にて審査支払い手続きが行われ、同連合会からの

　　　請求に基づき支払いを行いました。

（単位：件、円）

・老齢福祉年金受給者の方

・前年の合計所得額＋課税年金

  収入額が80万円以下の方等

（成果）利用者負担額が高額となった方の負担を軽減することができました。

住民税課税世帯で課税所得
380万円未満の方

件数

世帯全員が住民税非課税の方
件数 430 4,922

件数 383 11,844

住民税課税世帯で課税所得
380万円以上690万円未満の方

件数

住民税課税世帯で課税所得
690万円以上の方

件数 0 1 1

支給額 0 7,137 7,137

5,352

支給額 5,378,480

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額

41,712,139

8 57 65

支給額 160,237 909,260 1,069,497

2,482

支給額 13,787,530 28,700,287 42,487,817

1,343

合　　　計
件数 1,960 20,561 22,521

支給額 23,527,996 261,644,516 285,172,512

1,139

12,227

支給額 4,201,749 166,658,917 170,860,666

支　給　区　分 世 帯 合 算 そ の 他 合　計

生活保護受給者の方等
件数 0 2,394 2,394

支給額 0 29,035,256 29,035,256

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

36,333,659

決算書の
ページ
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－486－

（款）2 保険給付費　　　　（項）4 高額介護サービス等費　　　　（目）2 高額介護予防サービス費　　　　　　 （単位：円）

高額介護予防サービ 160,869 （目的）要支援被保険者の利用者負担額が一定額を超えて高額になった場合、その負担額を軽減します。 500

ス事業

（介護保険課） （対象）利用者負担額が一定額を超えて介護予防サービスを利用した方

（手段）国保連合会からの給付データから高額介護予防サービス費の支給対象者を抽出し、支給対象者に

　　　該当する旨通知しました。支給対象者から提出された支給申請書について審査し、支給決定者につ

　　　いては、高額介護予防サービス費を支給しました。

　　　　なお、生活保護受給者については、国保連合会にて審査支払い手続きが行われ、同連合会からの

　　　請求に基づき支払いを行いました。

（単位：件、円）

（成果）利用者負担額が高額となった方の負担を軽減することができました。

決算書の
ページ

0 0 0

合計
件数

住民税課税世帯で課税所得
380万円以上690万円未満の方

0 0

4 87

支給額 160,869

住民税課税世帯で課税所得
690万円以上の方

件数 0 0 0

支給額

支給額 0 0 0

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

生活保護受給者の方等
件数 0 0

・老齢福祉年金受給者の方
・前年の合計所得額＋課税年金収

入額が80万円以下の方等

件数 21 4 25

世帯全員が住民税非課税の方

0 157,218

件数

83

160,194 675

支給額 1,103 675 1,778

0

支給額 0 0 0

住民税課税世帯で課税所得
380万円未満の方

件数 51 0 51

支給額 157,218

支　給　区　分 世 帯 合 算 そ の 他 合　計

0

支給額 1,873 0 1,873

件数 11 0 11
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（款）2 保険給付費　　　　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　　　　（目）1 高額医療合算介護サービス費　　　　　　　 （単位：円）

高額医療合算介護サ 38,809,702 （目的）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り 502

ービス事業 　　　ます。

（介護保険課）

（対象）同一世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自己負担額があり、その自己負担額の合計が限度額

　　　を超えて高額になった世帯の介護サービス利用者

（手段）国民健康保険、後期高齢者医療の被保険者については、医療保険者において勧奨通知を行い、申

　　　請書を受理しました。被用者保険については、本人の申請に基づき介護分の「自己負担額証明書」

　　　を交付し、これをもとに医療保険者に申請していただきました。　

　　　　医療保険者において支給額を計算した結果通知に基づき介護サービス分の支給を決定し、支給を

　　　行いました。

（単位：件、円）

（成果）医療及び介護における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図りました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　　　　（目）2 高額医療合算介護予防サービス費　　　　　　　 （単位：円）

高額医療合算介護予 246,517 （目的）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り 502

防サービス事業 　　　ます。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

区　　　　分 件　数 支　給　額

支　出　済　額

合　　　　計 1,246 38,809,702

1,234,021

一般
（市町村民税課税世帯）

189 9,267,059

現役並み所得者
（課税所得145万円以上）

低所得者Ⅰ
（市町村民税非課税世帯）

685 17,927,749

　　　　　　低所得者Ⅱ
 （市町村民税非課税であって、世帯
 　の所得が0円）

347 10,380,873

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

25

決算書の
ページ
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－488－

（款）2 保険給付費　　　　（項）5 高額医療合算介護サービス等費　　　　（目）2 高額医療合算介護予防サービス費　　　　　　　 （単位：円）

（介護保険課）

（対象）同一世帯内で、医療及び介護の両制度ともに自己負担額があり、その自己負担額の合計が限度額

　　　を超えて高額になった世帯の介護予防サービス利用者

（手段）国民健康保険、後期高齢者医療の被保険者については、医療保険者において勧奨通知を行い、申

　　　請書を受理しました。被用者保険については、本人の申請に基づき介護分の「自己負担額証明書」

　　　を交付し、これをもとに医療保険者に申請していただきました。

　　　　医療保険者において支給額を計算した結果通知に基づき介護予防サービス分の支給を決定し、支

　　　給を行いました。

（単位：件、円）

（成果）医療及び介護の両制度における自己負担額の合計額が著しく高額となった世帯の負担軽減を図り

　　　ました。

（款）2 保険給付費　　　　（項）6 特定入所者介護サービス等費　　　　（目）1 特定入所者介護サービス費　　　　　　　 （単位：円）

特定入所者介護サー 284,851,720 （目的）低所得の要介護被保険者が介護保険施設に入所したときや短期入所サービスを利用したときに、 502

ビス事業 　　　食費・居住費について補足給付を行います。

（介護保険課）

4

支　出　済　額

低所得者Ⅰ
（市町村民税非課税世帯）

2 19,291

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

25,059

件　数 支　給　額

現役並み所得者
（課税所得145万円以上）

4 165,606

事 　業 　名
（所 　管　 課）

決算書の
ページ

　　　　　　低所得者Ⅱ
 （市町村民税非課税であって、世帯
 　の所得が0円）

3 36,561

合　　　　　計 13 246,517

区　　　　分

一般
（市町村民税課税世帯）

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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（款）2 保険給付費　　　　（項）6 特定入所者介護サービス等費　　　　（目）1 特定入所者介護サービス費　　　　　　　 （単位：円）

（対象）生活保護受給者等及び住民税非課税世帯の方であって、以下の要件に該当する方

　

（手段）申請に基づき認定した補足給付対象者の特定入所者介護サービス費を国保連合会に支払いまし

　　　た。

（成果）低所得の要介護被保険者の施設入所等に係る食費や居住費の利用者負担について軽減を図りまし

　　　た。

（款）2 保険給付費　　　　（項）6 特定入所者介護サービス等費　　　　（目）2 特定入所者介護予防サービス費　　　　　　　 （単位：円）

特定入所者介護予防 105,277 （目的）低所得の要支援被保険者が短期入所サービスを利用したときに、食費・居住費について補足給付 502

サービス事業 　　　を行います。

（介護保険課）

（対象）生活保護受給者等及び住民税非課税世帯の方であって、以下の要件に該当する方

決算書の
ページ

延利用人数 利用日数

9,211人 247,520日

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

ウ　合計所得金額と年金収入額の
単身：　550万円以下
夫婦：1,550万円以下

　　合計が80万円超120万円以下

　　（利用者負担第3－①段階の方）

エ　合計所得金額と年金収入額の
単身：　500万円以下
夫婦：1,500万円以下

　　合計が120万円超

単身：　650万円以下
夫婦：1,650万円以下

　　合計が80万円以下

　　（利用者負担第3－②段階の方）

　　（利用者負担第1段階の方） 夫婦：2,000万円以下

イ　合計所得金額と年金収入額の

　　（利用者負担第2段階の方）

所　得　等　及　び　資　産　要　件

ア　生活保護受給者等 単身：1,000万円以下

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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－490－

（款）2 保険給付費　　　　（項）6 特定入所者介護サービス等費　　　　（目）2 特定入所者介護予防サービス費　　　　　　　 （単位：円）

　

（手段）申請に基づき認定した補足給付対象者の特定入所者介護予防サービス費を国保連合会に支払いま

　　　した。

（成果）低所得の要支援被保険者の短期入所に係る食費や居住費の利用者負担について軽減を図りまし

　　　た。

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）1 地域包括支援センター費　　　　　 （単位：円）

地域包括支援センタ 122,270,287 （目的）高齢者が住み慣れた地域でいきいきとした生活を続けることができるように、地域包括支援セン 504

ー事業 　　　ターにおいて、自立に向けた支援を行います。

（高齢者福祉課）

（対象）社会的支援を必要とする高齢者やその家族等

（手段）市内5か所の地域包括支援センター（直営1か所・久喜市社会福祉協議会に委託4か所）におい

13人 103日

単身：　550万円以下
夫婦：1,550万円以下

　　合計が80万円超120万円以下

　　（利用者負担第3－①段階の方）

所　得　等　及　び　資　産　要　件

ア　生活保護受給者等 単身：1,000万円以下

　　（利用者負担第1段階の方） 夫婦：2,000万円以下

エ　合計所得金額と年金収入額の
単身：　500万円以下
夫婦：1,500万円以下

　　合計が120万円超

　　（利用者負担第3－②段階の方）

延利用人数 利用日数

イ　合計所得金額と年金収入額の
単身：　650万円以下
夫婦：1,650万円以下

　　合計が80万円以下

　　（利用者負担第2段階の方）

ウ　合計所得金額と年金収入額の

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）1 地域包括支援センター費　　　　　 （単位：円）

　　　て、総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント及び介護予防ケアマネジメントを

　　　行い、高齢者の自立に向けて支援を行いました。

 ・令和6年4月～令和7年3月 （単位：件）

年間延件数

介護予防支援

介護予防ケアマネジメント

情報提供

介護支援専門員支援

虐待

成年後見制度

権利擁護

関係機関連携・調整

介護相談

認知症関連

その他

　※相談内容が複数に及ぶ場合、相談内容を複数計上しているため、年間延件数とは一致しません。

　・市内5か所の地域包括支援センターの実施状況

　　　介護予防サービス計画作成管理　　6,380件

　　　久喜市民生委員・児童委員協議会地区定例会への参加　 47回

　　　認知症グループホーム運営推進会議への参加　15回

　　　地域密着型通所介護等運営推進会議への参加　　20回

（成果）高齢者やその家族の相談に対して、介護保険制度やサービスの情報提供を行い、各関係機関と連

　　　絡・調整を図り支援を行いました。また、要支援認定者等に対してケアマネジメントを適切に行い

　　　自立支援を図ることができました。

9 1 5 7,737

1,340 1,727 1,055 1,142 1,875 168

3,091 1,199 157 906 134 7 3 1 5,498

4,158 1,821 202 1,226 315

合
計

13,953 10,132

　　　　　　　　　相談者

　　相談内容（複数選択）

本
人

家
族

介
護
支
援

専
門
員

サ
ー

ビ
ス

提
供
事
業
所

関
連
機
関

民
生
委
員
・

児
童
委
員

近
隣
・
知
人

そ
の
他

4,052 6,845 5,929 446 449 132 41,938

3 0 0 229

135 32 7,474

7 5 91 1 4 0 0 0 108

30 51 31 1 113

1 2 0 10332 19 13 11 25

1,560 2,872 186 162 379

41 49 11 5 62 0 0 4 172

62 91 4 5,316

2,799 2,946 2,680 3,671 3,957 255 191 59 16,558

47 46 1 5 23 3 7 3 135

2,020 872 383 416 476 31 91 44 4,333

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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－492－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

任意事業 56,212,065 ○介護力アップ講座 504

（高齢者福祉課、介 （目的）介護家族の支援を行うとともに、介護家族を支える地域の介護力の向上を図ります。

護保険課）

（対象）要支援・要介護状態にある高齢者及びそのおそれのある高齢者を介護する家族並びに介護に関心

　　　のある者

（手段）介護力を高めることを目的とした各種講座等を実施しました。

（単位：人）

（成果）介護家族に必要な知識や技術の普及・啓発を図ることができました。

○介護家族教室「言葉の教室」

（目的）失語症等の者を介護する家族等に対し、必要な指導、助言を行います。

（対象）概ね40歳以上の失語症等の者及びその家族

（手段）概ね月1回、介護家族同士の情報交換、看護師の健康相談、言語聴覚士のグループ指導等を行い

　　　ました。

　　　　・実施回数　　5回12回

　　　　・実施会場　　ふれあいセンター久喜

　　　　・年間実利用者数　　家族3人　　本人3人

　　　　・事業費　　201,750円

（成果）介護家族に対して失語症等に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うことができま

　　　した。

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

参加人数

認知症を正しく理解しよう 7/16　ふれあいセンター久喜 9

起き上がり・移動動作の介助方法について 9/17　鷲宮行政センター 12

　講座名 実施日及び場所

− 488−



（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

○配食サービス事業

（目的）在宅で自立した生活が継続できるよう、食の面から支援します。

（対象）日常的に調理及び買い物等が困難となっている、65歳以上の高齢者のみの世帯並びに、身体障

　　　害者手帳1・2・3級、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方のみで構成する

　　　世帯

（手段）配食業者に委託し、週6回まで、栄養のバランスに配慮した食事を自宅に届け、併せて安否確認

　　　を行いました。

　　　　・年度末登録者数　　　　　547人 　

　　　　・年間実利用者数　　　　　619人

　　　　・年間配食数　　　　 　74,105食　 　　　 　

（成果）できる限り在宅で自立した生活が継続できるよう支援するとともに、利用者の安否確認ができま

　　　した。

〇緊急時通報システム設置事業

（目的）単身高齢者等が安心して在宅生活が送れるよう、日常生活上の緊急事態に対する不安の軽減を図

　　　ります。

（対象）単身又は家族と同居していても単身と同様な状態になる高齢者及び単身で身体障害者手帳1級か

　　　ら3級までの者

（手段）専用のシステム端末電話機器（固定型又は携帯型）を対象者に貸与するとともに、月1回の安否

　　　確認や、看護師による健康相談を実施しました。

　　　ただし、携帯型は、自宅に固定型を使用できる電話回線を持っていない方のみ利用できます。

　　　　・年度末設置台数  　　　 932台（固定型：882台、携帯型：50台）・年度末設置台数 923台(固定型：862台　携帯型：61台)

　　　　・年度末利用者　　　 　　959人（固定型：897人、携帯型：62人）・年度末利用者数 959人(固定型：897人　携帯型：62人)

　　　　・通報及び出動状況・通報及び出動状況

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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－494－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

（単位：件）

（成果）単身高齢者等の日常生活上の不安を軽減し、安心して在宅生活が送れるよう支援することができ

　　　ました。

○家族介護講演会

（目的）介護を受ける方やその家族が安心して暮らせるよう、地域における支援の輪を広げることを推

     進します。

（対象）市民、市内在勤・在学の者

（手段）認知症の方への接し方を、実際の技法を用いて接した動画や参加者同士での簡単な実践を通して

　　　説明することで、正しい技法や知識を普及しました。

357

2月 26 14 19 26

3月 11 9 28 33

12月 16 13 21 35

30

5月 8 8 21 36

6月 15 13 19 21

7月 13 13 25 31

10月 7 7 49 34

11月 19 7 23 23

1月 12 11 18

8月 19 16 17 21

9月 12 11 20 30

37

合計 168 132 269

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

通報
相談 誤報

うち消防出動

4月 10 10 9
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（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

（成果）実際に技法を用いて認知症の方と接する動画を用いてお話しいただいたことで、より分かりやす

　　　く、認知症の方に対するケア方法について、理解が深まりました。

○認知症サポーター養成講座事業

（目的）地域において、認知症の方やその家族が安心して暮らせるよう、認知症を正しく理解し、認知症

　　　の方やその家族を支えるために、認知症サポーターを養成します。更に、認知症サポーターのフォ

　　　ローアップを目指し、認知症サポーターステップアップ講座を開催します。

（対象）市民、市内在勤・在学の者

（手段）地域包括支援センターと久喜市社会福祉協議会等により、認知症サポーター養成講座及び認知症

　　　サポーターステップアップ講座を開催しました。

（1）認知症サポーター養成講座

　　・地域包括支援センター実施

　　　　市民対象 （単位：人）

　　　　各種団体対象　　　　（単位：回、人）

久喜市職員

認知症の方との接し方
～優しさを伝える技法
ユマニチュード®～

ユマニチュード
認定インストラクター

72人

参加人数

令和7年1月31日（金）
久喜総合文化会館
広域文化展示室

開催日・開催場所 テ　　ー　　マ 講師

対象者 回数 受講人数

1 30

開催日 会場 受講人数

令和6年6月26日（水） 菖蒲コミュニティセンター 13

令和6年7月12日（金） 栗橋文化会館（イリス） 9

令和6年7月24日（水） 鷲宮行政センター 12

令和6年8月2日（金） ふれあいセンター久喜 10

合　　　計 44

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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－496－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

合　　計

　　・久喜市社会福祉協議会実施（単位：回、人）

（2）認知症サポーターステップアップ講座

　　・久喜市社会福祉協議会実施 

（成果）認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守る認知症サポーターを養成し、希望

　　　する認知症サポーターへのフォローアップが実施できました。

○成年後見制度利用支援事業

（目的）認知症等により判断能力が十分でない高齢者に対して、成年後見制度の利用を支援し、高齢者の

　　　権利擁護を図ります。

（対象）成年後見制度の利用が必要であるが、その利用が困難な高齢者

（手段）対象者に対して、成年後見制度の申立て等を行い、成年後見人に対象者の支援をつなげました。

　　　　・対象者　12人　　　　　　

（成果）成年後見制度の利用により、高齢者の権利の擁護を図ることができました。

〇認知症高齢者声かけ模擬訓練

（目的）地域住民で認知症のある方やその家族を支えられるよう、認知症に対する理解を深めるための支

　　　援を行います。

552

対象者

認知症サポーター

回数

504

48

対象者

小・中学校・高校

一般市民・団体

2回

受講人数

56人

8

3

11

受講人数

合　　計

回数

一般市民・団体 2 16

3 46

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

（対象）市民（認知症サポーター等）

（手段）認知症に関する講義、声かけ模擬訓練を実施しました。

　　

（成果）訓練等の実施により、認知症の方に対する支援の実際を体験し、地域での見守りに資することが

　　　できました。

○介護保険相談員派遣事業

（目的）介護保険サービスの質の向上に資するため、利用者等からの相談に応じます。

（対象）介護保険サービス利用者及びその家族

（手段）介護保険相談員による介護保険サービス利用者等の相談等を1,048件実施しました。

（成果）介護保険サービス利用者等への相談等の実施により、介護保険サービスの質の向上に資すること

　　　ができました。

○介護給付費通知事業

（目的）介護（介護予防）及び総合事業のサービス利用者に給付費を再認識していただき、介護給付費架

　　　空請求、過剰請求等の発見のための情報提供を促します。

（対象）介護（介護予防）及び総合事業のサービス利用者

開催日 内容 参加人数講師

18人
②認知症について

久喜すずのき病院　認知症疾患医療
センター　精神保健福祉士

③声かけ模擬訓練
（体験）・講評

久喜すずのき病院　認知症疾患医療
センター　精神保健福祉士

令和6年11月15日
（金）

ふれあいセンター
久喜

①高齢者の行方不明
の現状について

埼玉県久喜警察署
生活安全課

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
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－498－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）2 任意事業費 （単位：円）

（手段）サービスの利用月、費用額、自己負担額、サービス事業所及びサービス種類を記載した介護給付

　　　費通知書をサービス利用者に送付しました。（年2回、延べ14,388人）

（成果）利用者へのサービス適正利用の意識啓発、及び、サービス事業所の架空請求や過剰請求等の抑止

　　　に資することができました。

○ケアプラン点検支援業務

（目的）ケアプランがケアマネジメントのプロセスを踏まえて、自立支援を目指したものか検証します。

（対象）居宅介護支援（介護予防支援）事業所の介護支援専門員

（手段）添削方式によるケアプラン点検を30件行いました。

（成果）介護支援専門員の気づきや学びを促し、計画作成の質の向上により介護給付の適正化を図りまし

　　　た。

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）3 在宅医療・介護連携推進事業費　　　　　　　 （単位：円）

在宅医療・介護連携 11,539,264 （目的）医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ 506

推進事業 　　　う、関係機関が連携し多職種協働により、在宅医療と介護を一体的に提供できる体制の構築を推進

（高齢者福祉課） 　　　します。

（対象）市民

（手段）在宅医療・介護関係者が連携を図り、医療と介護を一体的に提供できるようにするために在宅医

　　　療・介護連携推進事業を実施しました。

　　・久喜市在宅医療・介護連携推進会議

　　　医療、介護関係者で構成される委員が、在宅医療・介護連携のこれまでの取組内容の確認や今後の

　　　取組について協議を行いました。

決算書の
ページ
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（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）3 在宅医療・介護連携推進事業費　　　　　　　 （単位：円）

令和6年7月10日（水） 久喜総合文化会館　広域文化展示室

令和7年3月14日（金） 久喜総合文化会館　広域文化展示室

　　・在宅医療・介護関係者研修会

　　　医療、介護関係者を対象に、多職種でのグループワーク等の研修を行いました。 （単位：人）

　　・南埼玉郡市在宅医療サポートセンター

　　　近隣市町（蓮田市、白岡市、宮代町）とともに南埼玉郡市医師会に業務委託し、在宅医療・介護連

　　  携に関する相談窓口となる在宅医療サポートセンターを設置しました。

在宅医療・介護連携
の

現状と今後の取組
令和6年10月22日（火）

鷲宮西コミュニティセンター（おおとり）
ボランティアビューロー

講師 参加人数

医療法人　新井病院
院長

67

埼玉東部消防組合
久喜消防署
救急救命士

73

ゆもとデンタルクリ
ニック院長
大島歯科診療所副院
長

内容 開催日 開催場所

医療法人　新井病院
院長

開催日・開催場所 テーマ

第1回
令和6年8月20日（火）
鷲宮行政センター
407・408会議室

第1部　講演
「患者の急変時における救急隊と
の情報共有について」

第2部　グループワーク・発表
事例から考えてみよう
「普段からできること。しておい
た方がよいことなど」

第2回
令和7年1月28日（火）
鷲宮行政センター
407・408会議室

第1部　講演
「誤嚥性肺炎と歯科」
「口腔機能低下症」

第2部　グループワーク・発表
事例から考えてみよう！課題とそ
の対応は？
「私たちにできることは何がある
か、話し合ってみよう！」

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

－499－
− 495−



－500－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）3 在宅医療・介護連携推進事業費　　　　　　　 （単位：円）

　　　  久喜市担当　南埼玉郡市医師会内　年間相談件数44件

（成果）在宅医療・介護連携の必要性の理解が図られ、支援体制の構築に資すること及び、在宅医療に関

　　　する助言をすることができました。

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）4 認知症総合支援事業費　　　　　　　 （単位：円）

認知症総合支援事業 323,480 （目的）認知症になっても住み慣れた地域で暮らすことができるよう、認知症の早期発見とその対応に向 506

（高齢者福祉課） 　　　けた支援体制の構築を推進します。

（対象）認知症の方及びその家族

（手段）認知症の早期発見とその対応をする等、認知症総合支援事業を実施しました。

　・オレンジカフェ

　　認知症の方やその家族等が気軽に集える場を提供し、不安の軽減を図るとともに地域とのつながりを

　　支援するために、オレンジカフェを開催しました。

　 （単位：回、人）

　・いきいき！脳活倶楽部＋久喜カフェ・チェリッシュ

　　軽度認知症者の早期発見と、認知症高齢者の集いの場の創出、適切かつ早期の相談支援の実施を目的

　　として、いきいき！脳活俱楽部を実施しました。実施にあたっては、既存の久喜カフェ・チェリッ

　　シュと連携し、認知症の人とその家族の希望に合わせた支援が提供できるように、同時開催としまし

回数 人数

久喜 6 22

菖蒲 5 29

栗橋 5

鷲宮 6 28

地区

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
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事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

− 496−



（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）4 認知症総合支援事業費　　　　　　　 （単位：円）

　　た。

　・認知症初期集中支援チーム

　　専門医、医療系職員、福祉・介護系職員で構成されるチームを久喜すずのき病院に委託しました。

　  医療や介護サービスを受けていない認知症の方等に対して、初期の支援を集中的に行い、認知症に

　  対する適切な治療につなげるとともに、自立生活のサポートを行います。

　　　令和6年度は、実績となる事案がありませんでした。

　・物忘れ相談

　　久喜すずのき病院の精神保健福祉士と地域包括支援センターに配置されている認知症地域支援推進員

　　が、認知症に関する相談を受け、適切な支援を行いました。

　　　相談件数　23件

（成果）認知症の早期発見とその支援に努め、認知症の支援体制の構築に資することができました。

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）5 生活支援体制整備事業費　　　　　　　 （単位：円）

生活支援体制整備事 32,195 （目的）在宅生活を送る高齢者の身の回りの生活行動を支援し、住み慣れた地域で長く暮らせる環境を整 506

業 　　　えます。

（高齢者福祉課）

（対象）在宅生活を送る高齢者

（手段）地域において高齢者のさまざまな生活場面における支援体制を整えるため、生活支援体制整備推

　　　進員を5人配置しました。

（成果）住民活動を含む社会資源や生活支援サービスについて地域を調査し、地域の資源を把握すること

　　　ができました。

地区 回数 人数

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

28人久喜

事 　業 　名
（所 　管　 課）
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－502－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）1 包括的支援事業費・任意事業費　　　　（目）6 地域ケア会議推進事業費　　　　　 （単位：円）

地域ケア会議推進事 150,677 （目的）包括的・継続的ケアマネジメント業務の効果的な実施のため、関係機関等により構成される会議 506

業 　　　（地域ケア会議・地域ケア推進会議）を開催し、地域課題の解決を検討します。

（高齢者福祉課）

（対象）市内の介護支援専門員、関係機関

（手段）事例検討を通じて、専門職の助言を得ながら、自立支援に向けた取組について検討する地域ケア

　　　会議と、地域ケア会議で抽出された地域課題について検討する地域ケア推進会議を開催しました。

（成果）地域ケア会議の実施　　5回

　　　　地域ケア推進会議の実施　　1回

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：円）

介護予防・生活支援 253,254,408 （目的）要支援者等の多様な生活支援ニーズに対して、要介護状態にならずに自立した日常生活を送るこ 508

サービス事業 　　　とができるように、ケアプランの作成やサービスの提供を行います。

（高齢者福祉課）

（対象）要支援の認定を受けた方及び基本チェックリストにより事業対象者となった方

（手段）対象となった方に対して、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施（ケアプラ

　　　ンを作成）し、訪問や通所等の方法で、介護予防・生活支援サービスを提供しました。

　〇基本チェックリスト実施

　　　要支援認定を受けていないが、生活機能の低下が見られる場合に基本チェックリストを実施し、基

　　準の項目に該当した場合に、短期集中予防サービスを提供しました。

　　　・実施人数　94人（うちサービス利用者    37人）

　〇介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）作成

　　　要支援認定者のうち、訪問介護サービスと通所介護サービスのみを利用する方及び基本チェックリ

　　ストの実施により事業対象者となった方で短期集中予防サービスを利用する方に対して自立した生活

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

決算書の
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（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：円）

　　が送れるようケアプランを作成し管理しました。

　　　・作成管理件数　5,311件

　○短期集中予防サービス（通所型サービスC）実施 （単位：人）

　〇介護予防・生活支援サービス事業

　　　・介護事業所による訪問型サービス（介護予防訪問介護相当サービス）

　　　　　ホームヘルパーが訪問し、生活援助（食事の準備や調理等）、身体介護（食事や入浴、排泄の

　　　　介助等）のサービスを提供しました。　

　　　・介護事業所による通所型サービス（介護予防通所介護相当サービス）

　　　　　通所介護施設（デイサービスセンター等）で、食事のサービスや生活機能の維持向上のための

　　　　体操や筋力トレーニング等のサービスを提供しました。

　〇高額介護予防サービス等相当事業

　　　介護予防・生活支援サービス利用者のうち、負担額が一定額を超えて高額になった場合に、その負

　　担額を軽減しました。

　 【高額医療合算総合事業サービス費】【高額介護予防サービス費】

　　　・支給件数　105件　　　　支給額　345,034円

利用延人数

8月～10月
11月～2月

（全12回ずつ実施）

9月～11月
12月～2月

（全12回ずつ実施）

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

運動器の機能向上、栄養改
善、口腔機能の向上及び認知
症予防のプログラムを、短期
間に集中して、個人の状態に
合わせて実施

2,771人 49,700,874円

利用延人数 事業費

内容 実施時期 参加延人数

183

192

実施場所

いきいきステーション

しょうぶ翔裕園

事業費

6,102人 179,507,660円
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－504－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：円）

【高額医療合算総合事業サービス費】

　　　・支給件数  18件　　　　支給額　214,257円

（成果）対象となった方の生活機能の維持、改善を図り、自立した日常生活のための支援を実施すること

　　　ができました。

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

一般介護予防事業 8,929,560 （目的）高齢者が要介護状態等になることを防ぐため、一般介護予防事業を実施します。 508

（高齢者福祉課）

（対象）市内在住の65歳以上の方

（手段）高齢者へ介護予防に関する知識の普及を図るため、各種教室の開催、健康相談・健康教育等を行

　　　いました。

　　・柔道整復師による元気アップ体操教室（事業費　642,400円） （単位：人）

　　・はつらつ運動教室　リーダー養成講座・リーダースキルアップ研修（事業費1,071,490円）

（単位：人）

9/13,27,10/11,25

11/1,15,29

参加延人数実施日

10/1，8，15，22

10/17，24，31，11/7

内容

介護予防のための体操
（膝や肩、腰の痛みを予
防するストレッチ体操
等）

86

79

決算書の
ページ

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

実施場所

清久コミュニティセン
ター

鷲宮中央コミュニティセ
ンター

（初級合同研修）
清久コミュニティセン
ター

66

内容 実施日 実施場所 参加延人数

− 500−



（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

（地区別：鷲宮）3/25

　　・ご近所型介護予防体操支援事業（事業費　0円）

　　・介護予防ボランティアポイント事業（事業費　47,752円）

内容 登録団体数

ご近所型介護予防体操その他介護予防に必要
な事業を普及し、誰でも参加することができ
る住民主体の通いの場を増やします。

2団体（久喜地区）

清久コミュニティセン
ター

20

4地区合同研修①10/7
鷲宮東コミュニティセン
ター

35

4地区合同研修②10/18
清久コミュニティセン
ター

27

高齢者のボランティア活動を通した地域貢献を支援する
とともに、高齢者自身の社会参加活動を通じた介護予防
を推進します。

登録者数

5人

内容

（中級実地研修） 花みずき会館、鷲宮福祉
センター、彩嘉園、栗橋
コミュニティセンター
（くぷる）

35

11月～12月中に2回以上

（サブ役研修）

1/22，23，24，27,2/7、
10，12，13

（進行役研修）

花みずき会館、鷲宮福祉
センター、彩嘉園、栗橋
コミュニティセンター
（くぷる）

（中級合同研修）

12/13，1/10，2/14

リーダースキルアップ研
修（はつらつ運動教室指
導者の指導技術を維持向
上させるための研修）

（地区別：久喜）3/13
清久コミュニティセン
ター

24

鷲宮福祉センター 24

リーダー養成講座
（介護予防のための運動
教室において、指導担当
のボランティアリーダー
を新規養成する講座）

（地区別：栗橋）3/7
健康福祉センター（くり
む）

22

（地区別：菖蒲）3/5
菖蒲文化会館（アミー
ゴ）

8

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額
決算書の
ページ

事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果

－501－
− 501−



－506－

（款）3 地域支援事業費　　　　（項）2 介護予防・日常生活支援総合事業費　　　　（目）2 一般介護予防事業費 （単位：円）

　　・はつらつ運動教室　（事業費 　7,155,096円） （単位：人）

　　・健康相談 （単位：人） 　・健康教育 （単位：人）

民間デイサービス 地域の高齢者団体

ふれあいサロン 地域の高齢者団体

地域の高齢者団体

ふれあいサロン 地域の高齢者団体

ふれあいサロン

ふれあいサロン

　　・記憶力チェック体験 （単位：回、人）

　　

（成果）対象の高齢者に対して、介護予防に関する知識の普及等が図られました。

地区 対象者

360 久喜 520

参加延人数

久喜

4月～3月

久喜  15会場

地区 実施場所 参加延人数

33 菖蒲 270

91 栗橋 地域の高齢者団体

205

258

菖蒲　 5会場 110

栗橋　13会場

鷲宮 　6会場 186

合　　　　計 39会場 759

合計 15 42 4

久喜 9 33 3

菖蒲 2 4 0

栗橋 2 2 1

参加者数 要相談者数地区 実施回数

鷲宮 2 3 0

菖蒲 25 鷲宮 362

221 合　　　計 1,574

鷲宮 126

合　　　計 856

栗橋

422

ボランティアリーダーの
指導による介護予防のた
めの運動（ストレッチ、
筋力アップ、ウォーキン
グ等）及び体力評価

内容 実施時期 実施場所 参加実人数

事 　業 　名
（所 　管　 課）

支　出　済　額 事　　　　　業　　　　　の　　　　　成　　　　　果
決算書の
ページ

− 502−




